
要配慮者利用施設における
避難確保計画作成に係る講習会
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令和７年３月７日

秋田県 由利本荘市



1.要配慮者利用施設における避難確保の必要性

2.災害リスク等の確認

3.防災体制

4.情報収集・伝達

5.避難誘導

6.避難に必要な設備や備蓄品

7.防災教育及び避難訓練

8.自衛水防団

9.今後の予定等

本日の講習会プログラム
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１．要配慮者利用施設における
避難確保計画の必要性
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○要配慮者利用施設の「避難確保計画の作成」及び「避難訓練」が義務化されました。

・水防法及び土砂災害防止法、津波法の改正により、被災のおそれがある地域において、市町村地域防災計画で定められた要配
慮者利用施設について、避難確保計画の作成及び訓練の実施が義務化されました。

・計画を作成しない場合には、市町村長からの指示、それに従わない場合にはその旨が公表されます。

・逃げ遅れによる人的被害ゼロの実現を目指しています。

① 避難確保計画の義務化の背景



② 講習会開催の目的
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○要配慮者利用施設における「避難確保計画」の作成が義務づけられたことを踏まえ、各施設において計画を
作成することが求められます。今回の講習会では、①計画の必要性を理解していただき、②計画作成の内
容や作成方法を学び、③防災の知見習得や、防災行動を継続する意識を持つことが目的です。

【ステップ１】「スタートを切る（作り始める）ための啓発」
要配慮者利用施設管理者等の方々に、避難確保計画作成の必要性
を理解していただく

【ステップ２】「ゴールする（作りきる）ための方法・支援」
避難確保計画作成の方法や支援方策より、各施設が計画を検討する
過程において、判断等に悩む事項等の対応について説明し、計画の
円滑な作成を支援する

【ステップ３】「継続的な防災行動の促進」
自施設の防災行動について、避難訓練等の「防災行動を継続する」事
を意識づけてもらう



年月 災害名 被害の概要

平成３０年７月 平成３０年７月豪雨 梅雨前線が日本付近に停滞し、また台風７号の北上により日本付近に暖かく非常に湿った空気が供給され
続け、大雨となりやすい状況が続いた。このため、西日本を中心に全国的に広い範囲で記録的な大雨となり、
６月２８日～７月８日までの総雨量が、７月の月降水量平年値の４倍となる大雨になったところがある。

西日本を中心に広域的かつ同時多発的に、河川の氾濫、がけ崩れ等が発生、死者２２０名、行方不明者９名、
家屋全半壊等９，７８６棟、家屋浸水３６，０３８棟の極めて甚大な被害が広範囲で発生。
※被害情報は７月３１日８時４５分消防庁資料による

平成３１年
令和元年

令和元年東日本台風
（台風第１９号）

台風第19 号の接近・通過に伴い、広い範囲で大雨、暴風、高波、高潮となった。
雨については、１０月10 日から13 日までの総降水量が、神奈川県箱根で1000 ミリに達し、東日本を中心に

17 地点で500 ミリを超えた。特に静岡県や新潟県、関東甲信地方、東北地方の多くの地点で3、6、12、24 時
間降水量の観測史上1 位の値を更新するなど記録的な大雨となった。

令和２年 令和２年7月豪雨 7月3日から7月31日にかけて、日本付近に停滞した前線の影響で、暖かく湿った空気が継続して流れ込み、
各地で大雨となり、人的被害や物的被害が発生した。7月3日から7月31日までの総降水量は、長野県や高知
県の多い所で2,000ミリを超えたところがあり、九州南部、九州北部地方、東海地方、及び東北地方の多くの
地点で、24、48、72時間降水量が観測史上1位の値を超えた。また、旬ごとの値として、7月上旬に全国のアメ
ダス地点で観測した降水量の総和及び1時間降水量50mm以上の発生回数が、共に1982年以降で最多と
なった。

この大雨により、球磨川や筑後川、飛騨川、江の川、最上川といった大河川での氾濫が相次いだほか、土
砂災害、低地の浸水等により、人的被害や物的被害が多く発生した。

令和３年 7月1日から3日の東海地方・関
東地方南部を中心とした大雨

6月末から梅雨前線が北上し、西日本から東日本に停滞した。前線に向かって暖かく湿った空気が次々と流

れ込み、大気の状態が非常に不安定となったため、東海地方から関東地方南部を中心に記録的な大雨と
なった。 数日間にわたって断続的に雨が降り続き、静岡県の複数の地点で72時間降水量の観測史上１位
の値を更新するなど、記録的な大雨となった。
この大雨により静岡県熱海市で土石流が発生したほか、河川の増水や低地の浸水が発生した。

令和４年 8月1日から6日の前線による大
雨

8月1日から6日にかけて、日本海から東北地方・北陸地方にのびる前線に向かって暖かく湿った空気が流れ

込んだため、大気の状態が非常に不安定となり、北海道地方や東北地方及び北陸地方を中心に大雨となっ
た。
このうち、3日夜には新潟県と山形県で線状降水帯が発生し、雷を伴った猛烈な雨が断続的に降り続いた。

令和５年 梅雨前線による大雨 6月28日以降、梅雨前線が日本付近に停滞し、前線に向かって暖かく湿った空気が流れ込んだ影響で前線
の活動が活発となり、各地で大雨となった。7月14日から16日にかけては、東北北部を中心に大雨となった。
秋田県では、14日から16日の総降水量が多い所で400ミリを超えるなど秋田県を中心に記録的な大雨となっ
た所があった。
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頻発する洪水被害

出典：気象庁－災害をもたらした気象事例より抜粋
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由利本荘市における水害

出典：東北地方整備局河川部公表資料より抜粋
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③ 避難確保計画の重要性

• 要配慮者（高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者）は一般の住民より

避難に多くの時間を要し、近年の水害・土砂災害時においても、社会

福祉施設からの逃げ遅れによる被害が報告されている。

• 今回の要配慮者利用施設の所有者又は管理者への義務化は、避難準備

・高齢者等避難開始等を発令する行政を含むすべての関係者で連携し

て対応する必要がある。

• 「避難マニュアルがなかったため具体な行動として何をすればよいか

わからなかった」という反省の声があるが、マニュアルを作成してい

れば、本当に避難させることができたのだろうかという不安が残る。

• 計画に書いてあること（イコール）できることではない。計画作成を

最終目標にせず、避難訓練により実効性のある計画作成を最終目標と

しましょう。
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平成２８年８月 岩手県
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④ 要配慮者利用施設の取組に活用可能な示唆

■生きた計画とするには、作った後に育てることが大切

・災害リスクの状況は、地区ごと（＝施設ごと）に様々であって、対応
できるための体制づくりや周辺環境なども様々である。

・マニュアルは大切だが、マニュアルどおりには災害は発生してくれ
ないこともある。

・作成した計画を基本に、意識・知識を共有しながら、より強化するた
めの取組の継続が大切である。

・「みんなで助け合って、みんなで助かる」ためにできることを探すこと
が大切である。
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⑤ 本講習会開催の背景とポイント

• 計画作成は単に、様式を埋めればよいものではなく、地域の水害危

険性、施設利用者の特徴、施設の運営体制などを踏まえ、十分に検

討する必要がある。

• しかし、施設側にとっては“作成する時間がない”、“作成する人

手がない”、“専門的な知識がない”などの理由から計画作成が後

回しになってしまう。

• 本日の講習会は、必要な情報や計画作成のポイントについて関係す

る方から皆さんにレクチャーする時間となっています。



⑥ 避難確保計画の作成支援方策 （様式等の入手先）
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由利本荘市 要配慮者利用施設における避難確保計画について

自衛水防（企業防災）について（要配慮者利用施設の浸水対策） - 国土交通省
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouhou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html#hinan_tebiki

検索



２．災害リスク等の確認
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（１）ハザードマップを確認しましょう

• 施設が有する自然災害のリスクを確認するこ
とが重要

• 市のHPに掲載している「WEBハザードマッ
プ」や、「わが家の防災マニュアル」

• 国交省のハザードマップポータルサイト「わ
がまち防災マップ」、「重ねるハザードマッ
プ」でも確認できます
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由利本荘市 Webハザードマップ 検索①

②

③



• WEBハザードマップ

• 図の挿入
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①
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②
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③

ハザード情報を非表示にする場合



避難確保計画の様式集
要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.65～
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（２）災害の種類について

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.10抜粋



災害の種類と特徴

災害の
種別

発生
原因

特徴など

洪水 大雨 台風や前線によって大雨が降った場合、その水は川に
集まり、川を流れる水の量が急激に増大します。このよ
うな現象を洪水といいます。一般には川から水があふ
れ、氾濫（はんらん）することを洪水と呼びます。

災害リスク情報
○洪水浸水想定区域（河川が氾濫した場合に浸水する区域）
・想定される最大浸水深
・想定される浸水継続時間
・家屋倒壊等はん濫想定区域

20
要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.1１抜粋



21

④

洪水最大浸水深
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⑤

← ２階の床上浸水相当

← １階の床上浸水相当

← 大人の膝くらい
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浸水継続時間（洪水）
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浸水継続時間（洪水）
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⚫想定最大規模の浸水想定区域図では、浸水範囲や浸水深の他に家屋倒壊等氾濫想定区域
をあわせて公表しています。家屋倒壊等氾濫想定区域は、氾濫流・河岸侵食があります。

⚫家屋倒壊等氾濫想定区域では、特に早期に避難する必要があります。

「家屋倒壊等氾濫想定区域」とは：

堤防沿いの地域等において、氾濫した場合に家屋が倒壊するような激しい氾濫流や河岸侵食による家屋倒
壊等が発生するおそれが高い区域です。 この区域では、洪水時には避難情報等に従って安全な場所に確
実に立退き避難を行う必要があります。
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◇想定最大規模降雨による家屋倒壊等氾濫想定区域

平成29年7月九州北部豪雨【九州地方整備局提供】
(福岡県朝倉市・筑後川水系桂川)

平成28年8月台風第10号【北海道開発局提供】
(北海道上川郡・十勝川水系ペケレベツ川)



家屋倒壊等氾濫想定区域

• 家屋倒壊等氾濫想定区域のず

• 凡例の説明

27
・・・青い斜線部分 河岸浸食



家屋倒壊等氾濫想定区域
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災害の種類と特徴

災害の
種別

発生
原因

特徴など

津波 地震
など

大規模な地震等により震源に近い海底に地殻変動が
発生し、それによって生じる海水面の盛り上がりや落ち
込みにより巨大な波が発生する現象です。

沿岸部に壊滅的な被害をもたらすほか、津波が遡上す
ることで内陸部でも被害を生じる場合があります。

災害リスク情報
○津波災害警戒区域図
・想定される最大浸水深や基準水位
・想定される津波到達時間
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要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.1１抜粋



津波災害警戒区域
基準水位

メッシュは10m2ごと
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津波浸水想定区域
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津波浸水想定区域



想定される津波到達時間
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災害の種類と特徴
災害の
種別

発生
原因

特徴など

土砂災害 大雨 がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）、土石流、地すべり等を発生
原因として、生命又は身体に被害を及ぼすことがあります。
○がけ崩れ
（急傾斜地の崩壊）
傾斜度が３０°以上である土地が崩壊する自然現象
○土石流
山腹が崩壊して生じた土石等または渓流の土石等が
一体となって流下する自然現象
○地すべり
土地の一部が地下水等に起因して滑る自然現象又は
これに伴って移動する自然現象

災害リスク情報
○土砂災害警戒区域図
○土砂災害特別警戒区域図

33要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.1１抜粋



由利本荘市「わが家の防災マニュアル」P10より抜粋
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◇ 土砂災害に備える
◆施設が土砂災害警戒区域に入っているか確認

秋田県土砂災害危険箇所マップ

①字名で検索

③選択

②選択

要配慮者利用施設

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjd57Ll3ZrXAhUJyrwKHfNqBSgQjRwIBw&url=http://www.sharots.com/sozai/kensaku.html&psig=AOvVaw0bjmpcQMg1xbWyRKjsrVxF&ust=1509534873229220
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◇ 土砂災害に備える
◆詳細な位置を確認するには①

秋田県土砂災害危険箇所マップ

表示

区域をクリック

要配慮者利用施設

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjd57Ll3ZrXAhUJyrwKHfNqBSgQjRwIBw&url=http://www.sharots.com/sozai/kensaku.html&psig=AOvVaw0bjmpcQMg1xbWyRKjsrVxF&ust=1509534873229220
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◇ 土砂災害に備える

秋田県 基礎調査結果

◆詳細な位置を確認するには②

要配慮者利用施設

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjd57Ll3ZrXAhUJyrwKHfNqBSgQjRwIBw&url=http://www.sharots.com/sozai/kensaku.html&psig=AOvVaw0bjmpcQMg1xbWyRKjsrVxF&ust=1509534873229220


避難確保計画の様式集
要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.65～
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注意）

① 同一住所に、同じ事業者が
運営する複数の施設が所在する
場合は、一体の計画として作成
してもかまわない

② ①の場合は、施設名に、
同一敷地の全ての施設を
記入すること
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要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.10～17, 様式P.67～72
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☑ どの災害に該当するか
確認

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.10～17, 様式P.67～72
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☑ 浸水深、浸水継続
時間を確認

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.10～17, 様式P.67～72
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☑ 家屋倒壊等
はん濫想定区域
に該当するか
を確認

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.10～17, 様式P.67～72



３．防災体制
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44要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.18～27, 様式P.67～72
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☑ 配置人数や責任者を確認
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☑ 避難に要する時間を
考慮して、人数を決定
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☑ 職員の参集が困難になる事も想定
し、早めに避難支援要員を確保
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要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.68

☑必要に応じて
避難支援協力者

を定める



50

☑ 避難支援協力者への
要請のタイミングを確認
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☑ 事前休業の
実施基準を確認

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.25, 様式P.67～72



４．情報伝達・収集
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情報収集・伝達

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.27～28, 様式P.67～72
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☑ 災害リスクごとに収集すべ
き情報、入手先を確認
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☑ 伝達内容、伝達先
などを確認
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要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.28



57要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.28



■ 市からの情報発信

・同報系防災行政無線
・消防防災メール
・ホームページやＳＮＳ
・ヤフーの防災速報アプリ
・エリアメール
・ＮＨＫのデータ放送
・消防・防災テレフォンサービス
０５０－５５３６－７０５６

★市では災害が発生した場合
さまざまな手段で住民に情報を伝えます。

１０



59

情報収集の方法
◆気象警報、避難情報、河川水位等はテレビのデータ放送で確認出来る。



５．避難誘導

60



○施設利用者の安全を確保するためには、
避難先を適切に定める必要があります。

61

【屋内安全確保】
・想定される浸水深より高い所

【立退き避難】
・系列の施設や同種・類似の施設
・市が指定する指定緊急避難場所や指定避難所
・近隣の安全な場所
・宿泊施設



○施設利用者の安全を確保するためには、
避難先を適切に定める必要があります。

62

【屋内安全確保】
・想定される浸水深より高い所

【立退き避難】
・系列の施設や同種・類似の施設
・市が指定する指定緊急避難場所や指定避難所
・近隣の安全な場所
・宿泊施設



○施設利用者の安全を確保するためには、
避難先を適切に定める必要があります。

63

【屋内安全確保】
・想定される浸水深より高い所

【立退き避難】
・系列の施設や同種・類似の施設
・市が指定する指定緊急避難場所や指定避難所
・近隣の安全な場所
・宿泊施設



○施設利用者の安全を確保するためには、
避難先を適切に定める必要があります。

64

【屋内安全確保】
・想定される浸水深より高い所

【立退き避難】

・系列の施設や同種・類似の施設
・市が指定する指定緊急避難場所や指定避難所
・近隣の安全な場所
・宿泊施設

以下の警戒区域にある場合

・津波
・土砂災害
・家屋倒壊等氾濫想定区域



65



指定緊急避難場所および指定避難所

66

https://www.city.yurihonjo.lg.jp/1000005/1001972/1001979/1001988/index.html



WEBハザードマップで避難所等を確認

67



68



69要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.29～34, 様式P.74

☑ 安全な場所か、利用者をケアできるか確認
☑ 複数の避難先を選定



70要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.29～34, 様式P.74

☑ 避難方法や避難に要する時間を確認



71要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.29～34, 様式P.74

☑ 避難方法や避難に要する時間を確認



72要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.29～34, 様式P.84

☑ 避難経路の災害リスクや
交通途絶等の可能性を確認



６．避難に必要な設備や備蓄品

73



○ 施設利用者の迅速かつ安全な避難支援を実現するためには、避難
に必要な設備や備蓄品を適切に確保・点検しておく必要があります。

74



75要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き 様式P.７５

☑ 避難に必要な設備を確保しているか確認



76

☑ 情報収集に必要な機器や複数の
手段を確保しているか確認
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☑ 避難誘導に必要な機材
昼間、夜間



78



７．防災教育及び避難訓練

79



• 施設職員に防災知識を習得させるには、普段から計画的に防災教育を実施するこ

とが必要です。

• また、原則として、年に１階以上避難訓練を実施して、情報伝達や避難支援に要
する人数、避難に要する時間、避難先や避難経路の安全性等を確認してください
。

• 避難訓練には立ち退き避難訓練以外に、屋内安全確保訓練、図上訓練や避難経路
等を確認する訓練など様々な訓練があります。利用者の負担を考慮し、適切な訓
練を実施してください。

80要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.３７



81要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き 様式 P.７６

☑ 防災教育や訓練の実施頻度を具体的に
定めているか、確認しましょう。



82

☑ 訓練の種類を具体的に定めているか確認



83

☑ 訓練の振り返り等について
定めているか確認



８．自衛水防団

84



■自衛水防組織の業務に関する事項

85

➀様式７、別表１、別表２を活用し、自衛水防組織を設置する。

②研修及び訓練計画を立てる。

③設置したことを由利本荘市へ報告する。

※ 自衛水防組織活動要領は、別添を参考にしてください

作成の手順

○自衛水防組織の設置は法律上義務付けられてはいないが、施設利用者の安全を確保するために設
置が望ましいと考えられるため、施設の規模や運営状況等を踏まえてご判断してください。なお、設置
した場合は市町村への報告が必要となります。

○自衛消防組織を設置している場合は、それらの情報を活用して、様式に記載してください。また、新た
に設置する場合も様式を活用して作成してください。

■水害による被害を最小限に抑えるため、従来の行政による水防活動だけではなく、各要配慮
者利用施設における水防活動の取り組みも重要となっているため、平成25年7月に水防法の
一部が改正され、自衛水防組織の設置が努力義務となっている。

■自衛水防組織を設置する場合は様式等をそのまま活用し、情報収集方法、活動組織体制、対
策内容、訓練実施計画等を決定する。
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87

☑ 責任者や業務内容・
活動範囲が明確か確認



88

☑ 水防組織が必要な装備品
資機材のリストも作成してください



89

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成・活用の手引き P.８２
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参考：終わりに

• 避難確保計画は、作成して終わりではな
く、常に避難訓練や防災教育を繰り返し
ながら改良していく必要があります

• 避難の実行性を高めていくために、避難
訓練等を通じてＰＤＣＡサイクルを回し
、避難確保計画の内容の充実と防災体制
等の充実に努めてください
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